 経営の状況
大阪府工業用水道事業会計
１　事業の概要
　　　大阪府工業用水道事業は、産業基盤整備及び地盤沈下対策として、北大阪地域、東大阪地域、堺・泉北臨海工業地帯及び泉州地域の企業に対し、工業用水を供給している。また、中期整備事業計画に基づき、老朽・劣化が進んだ浄水場、ポンプ場、配水管路等の施設整備を行っている。
(1)　営業関係について

　　　　
　当年度の給水対象は、延べ479事業所であって、その年間給水量（有収水量）は187,073千㎥で、前年度に比較して1.9％の減となっている。
【給水量の推移】
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注：有収水量とは、料金徴収の対象となった水量である。
【施設及び業務に関する主な分析比率の推移】
　[image: image2.emf]区分

年間総有収水量 一日平均配水量 一日最大配水量 年間給水量

年度 年間総配水量  一 日 配 水 能 力 一 日 配 水 能 力 損益勘定所属職員数

% % %

14 100.0 48.9 59.5 2,282

15 99.5 47.0 52.6 2,193

16 99.6 46.2 53.5 2,224

17 98.6 45.4 51.8 2,072

18 100.9 43.7 50.6 2,033

有収率

施設利用率 最大稼動率

千㎥

×100 ×100 ×100

職員一人当たり給水量


(2)　建設改良について
　　　  当年度の建設改良工事については、工事費20億4,400万円をもって大庭浄水場、八尾ポンプ場等の設備拡充工事等及び東大阪市等において配水管路整備工事を実施している。
２　決　算　概　要
　工業用水道事業会計の決算概要は、次のとおりである。
(1) 経営成績
[image: image3.emf]増 減 額 比 率

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 (A-B)

(A/B×100)

百万円 % 百万円 % 百万円 %

9,122 100.0 9,201 100.0 △ 79 99.1

8,906 97.6 9,015 98.0 △ 109 98.8

給 水 収 益 8,735 95.8 8,854 96.2 △ 119 98.7

その他営業収益

171 1.9 161 1.7 10 106.5

216 2.4 186 2.0 29 115.6

受 取 利 息 51 0.6 8 0.1 43 632.1

他会計補助金 149 1.6 163 1.8 △ 14 91.2

雑 収 益 16 0.2 15 0.2 0 102.6

1 0.0 － － 1 皆増

固定資産売却益

1 0.0 － － 1 皆増

8,644 100.0 8,700 100.0 △ 56 99.4

7,155 82.8 7,013 80.6 142 102.0

原 水 費 1,026 11.9 1,057 12.2 △ 32 97.0

配 水 費 1,021 11.8 998 11.5 24 102.4

総 係 費 606 7.0 504 5.8 102 120.2

減 価 償 却 費 4,023 46.5 3,934 45.2 90 102.3

資 産 減 耗 費 31 0.4 85 1.0 △ 54 36.7

固定資産保存費

2 0.0 6 0.1 △ 4 29.8

その他営業費用

446 5.2 429 4.9 16 103.8

1,489 17.2 1,688 19.4 △ 198 88.2

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出 11 0.1 0 0.0 11 457,211.9

478 ― 501 ― △ 23 95.4

営　業　収　益

営　業　外　費　用

1,478 17.1

科　　　　　目

平成18年度 平成17年度

工業用水道事業収益

87.6

営 業 外 収 益

特　別　利　益

工業用水道事業費用

営　業　費　用

当 年 度 純 利 益

1,688 19.4 △ 210


　    注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

ア　営業収益について

(ア)　給水収益87億3,500万円は、工業用水給水料金87億2,700万円、量水器使用料800万円である。工業用水給水料金は、企業の水利用の合理化や廃業等による給水の廃止などにより、減少傾向が続いている。
(イ)　その他営業収益1億7,100万円のうち主なものは、一津屋取水場における共同施設管理経費を大阪市、神戸市、尼崎市及び西宮市の４市から受け入れた施設利用負担金　　1億5,700万円である。
イ    営業外収益について

(ア)　受取利息5,100万円は、出納取扱金融機関等に預託している預金の利息及び他会計への一時貸付金利息である。
(イ)　他会計補助金1億4,900万円は、工業用水道事業に対する補助金として、地域整備事業会計から繰り入れたものである。

(ウ)　雑収益1,600万円のうち主なものは、土地･建物使用料等の賃貸料1,200万円である。
ウ　特別利益について
固定資産売却益は土地売却益であり、配水管路用地を売却したものである。

エ　営業費用について
(ア)　原水費は、浄水場の取水、浄水、配水等に要した費用であり、配水費は、各ポンプ場及び配水設備の維持及び作業に要した費用である。これらに総係費を加え、その内容を性質別にみれば次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　(単位：千円）
　　[image: image4.emf]区   分 人件費 動力費 委託料 修繕費 薬品費 その他 計

原水費 310,768 358,380 101,597 65,347 72,732 117,059 1,025,883

配水費 314,505 258,616 106,083 158,762 83 183,038 1,021,087

総係費 462,313 － 13,979 16 － 129,879 606,187

1,087,586 616,996 221,659 224,125 72,815 429,976 2,653,157

(15.2) (8.6) (3.1) (3.1) (1.0) (6.0) (37.1)

計


注：（ ）内は、営業費用に占める割合である。

(イ)　減価償却費40億2,300万円は、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費である。
(ウ)　資産減耗費3,100万円は、固定資産除却費である。
(エ)　固定資産保存費200万円は、企業用地の管理費用である。
(オ)　その他営業費用4億4,600万円のうち主なものは、独立行政法人水資源機構に対する施設利用負担金4億3,300万円である。
  オ   営業外費用について
(ア)　支払利息及び企業債取扱諸費14億7,800万円は、企業債利息8億4,700万円及び年賦未払金利息6億3,100万円である
(イ)　雑支出1,100万円のうち主なものは、未収給収収益等に係る不納欠損1,000万円である。

【総収益・総費用の推移】
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  【単年度損益の推移】
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 【営業収益・営業費用・営業収支比率の推移】
　[image: image7.emf]89 90

98

100 99

72

70 70

72

74

124.5%

128.6%

138.7%

135.0%

140.9%

0

20

40

60

80

100

120

140

H14 H15 H16 H17 H18

億円

100%

110%

120%

130%

140%

150%

営業収益 営業費用 営業収支比率

 
【営業費用の推移】
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【経営に関する主な分析比率の推移】
[image: image9.emf]区分

職 員 一 人 当 た り

営 業 収 益

平 均 給 与
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年度 総費用 営業費用 給水収益  損益勘定所属職員数 損益勘定所属職員数

% % %

14 11.1 107,490 11,789

15 11.2 103,408 11,356

16 10.7 102,584 10,823

17 11.2 97,989 10,812

18 12.5 96,805 11,822
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職員給与費対

給水収益比率

千円 千円

×100 ×100 ×100

105.5

135.0

138.7

140.9

128.6

124.5

105.8

110.6

112.3

105.8


　
(2)　財政状態

貸借対照表に基づき、資産、負債及び資本について、前年度と比較すると、次表のとおりである。
[image: image10.emf]増 減 額 比  率

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 （A-B)

(A/B×100)

百万円 % 百万円 % 百万円 %

66,800 83.8 66,896 81.3 △ 96 99.9

50,783 63.7 50,550 61.4 233 100.5

14,020 17.6 16,346 19.9 △ 2,326 85.8

1,997 2.5 － － 1,997 皆増

12,934 16.2 15,380 18.7 △ 2,446 84.1

7,013 8.8 13,523 16.4 △ 6,510 51.9

686 0.9 750 0.9 △ 64 91.4

5,000 6.3 1,000 1.2 4,000 500.0

97 0.1 88 0.1 9 109.9

101 0.1 16 0.0 86 645.8

36 0.0 3 0.0 33 1,216.1

79,734 100.0 82,276 100.0 △ 2,542 96.9

9,762 12.2 11,667 14.2 △ 1,905 83.7

416 0.5 283 0.3 133 147.1

9,346 11.7 11,384 13.8 △ 2,038 82.1

1,810 2.3 2,730 3.3 △ 920 66.3

1,250 1.6 2,109 2.6 △ 859 59.3

5 0.0 5 0.0 0 103.7

75 0.1 82 0.1 △ 7 91.7

479 0.6 534 0.6 △ 55 89.8

11,572 14.5 14,397 17.5 △ 2,825 80.4

28,889 36.2 28,910 35.1 △ 21 99.9

4,910 6.2 4,409 5.4 501 111.4

23,978 30.1 24,501 29.8 △ 522 97.9

39,274 49.3 38,969 47.4 305 100.8

36,949 46.3 36,622 44.5 328 100.9

2,324 2.9 2,347 2.9 △ 23 99.0

68,162 85.5 67,879 82.5 284 100.4

79,734 100.0 82,276 100.0 △ 2,542 96.9

有 形 固 定 資 産
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　注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

 ア　固定資産について

　　　 当年度における固定資産の増減及び減価償却の状況は、次表のとおりである。

[image: image11.emf]平成18年度 当 年 度 平成18年度末
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土 地

2,509 0 0 △ 0 2,508

建 物 等

82,219 3,939 2,110 1,829 1,596 35,773 48,275

(建設仮勘定）

(1,375) (1,961) (1,975) (△13) (1,361)

16,346 1 0 1 2,327 14,020

0 2,000 3 1,997 0 1,997

101,074 5,940 2,113 3,826 1,596 35,773 2,327 66,800

(1,375) (1,961) (1,975)

(△13)

(1,361)

投 資

計

累計（C)

有 形 固 定 資 産



無 形 固 定 資 産

区　　　分

当年度増減額 減価償却累計額

増加額 減少額


　  注１：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

２：（ ）の数字は内数である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(ア)　有形固定資産の増加額39億3,900万円のうち主なものは、建設仮勘定19億6,100万円、構築物14億9,200万円、建物3億3,500万円、機械及び装置1億5,000万円である。

また、減少額21億1,000万円のうち主なものは、建設仮勘定の精算により振り替えた19億7,500万円である。

(イ)　無形固定資産の増加額100万円は、施設利用権である。

 イ   流動資産について

(ア)　現金・預金70億1,300万円は、前年度に比較して65億1,000万円減少している。

　 【現金・預金残高の推移】
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(イ)　未収金6億8,600万円のうち主なものは、平成18年度分の料金収入6億4,400万円である。

(ウ)　有価証券50億円は、貸付債券信託受益権である。
(エ)　貯蔵品9,700万円のうち主なものは、蓋類の2,200万円、弁類の1,700万円である。

(オ)　前払金1億100万円は、工事費の前払によるものである。

(カ)　その他流動資産3,600万円は、仮払金である。
 ウ    固定負債について
(ア)　引当金4億1,600万円は退職給与引当金である。

(イ)　年賦未払金93億4,600万円は、独立行政法人水資源機構に対する年賦未払金で、琵琶湖開発事業に係る割賦負担金の元金償還により、前年度に比較して減少している。
 エ    流動負債について
(ア)　未払金12億5,000万円は、工事代金及び一般管理経費等の未払分である。

(イ)　未払費用500万円は、職員手当等の未払分である。

(ウ)　その他流動負債4億7,900万円のうち主なものは、給水保証金4億3,000万円である。
 オ    資本金について
　　　資本金288億8,900万円は、自己資本金49億1000万円及び借入資本金239億7,800万円であり、自己資本金については、企業債の償還のために使用した減債積立金相当額を5億100万円組入れたことにより増加したものの、借入資本金については企業債発行額よりも償還額が多かったことにより5億2,200万円減少したことから、前年度に比較して減少している。
【財務に関する主な分析比率の推移】
　[image: image13.emf]区分

自己資本金＋剰余金 流 動 資 産 現金預金＋未収金

年度 負債資本合計 流 動 負 債 流動負債

% % %

14 44.4 550.5 543.3

15 46.0 448.7 439.4

16 49.3 401.1 396.9

17 52.7 563.4 522.8

18 55.4 714.7 425.4

×100 ×100 ×100
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カ　利益剰余金について

　　　利益剰余金23億2,400万円については次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

　　　　　　　[image: image14.emf]前年度未処分利益剰余金（ａ） 2,347

利益剰余金処分額（ｂ） 501

減債積立金 501

繰越利益剰余金年度末残高（c＝ａ－ｂ） 1,846

当年度純利益（ｄ） 478

利益剰余金（ｅ＝ｃ＋ｄ） 2,324


(3)　資金収支状況

　  ア  運転資金の運用状況

　　  資金収支では、運転資金が15億2,600万円減少した。その要因は、収益的収支で資金を必要としない減価償却費40億2,300万円等により、48億700万円の資金剰余を生じたが、資本的収支において、企業債収入等により21億800万円の収入があったものの、建設改良費や企業債償還金等により84億4,100万円等の支出があったことから、63億3,300万円の資金不足となったためである。

　　　資金運用表

平成18年4月1日～平成19年3月31日　　（単位：百万円）
　　[image: image15.emf]項　　　　　目 金　　　　額 項　　　　　目 金　　　　額

経常利益 478

減価償却費 4,023

固定資産除却費 23

退職給与引当金 133

消費税資本的収支調整額

149

小　　　計 － 小　　　計 4,806

経常収支での資金剰余 4,806

特別利益 1

（土地売却益） (1)

小　　　計 － 小　　　計 1

特別収支での資金剰余 1

合　　　計 0 合　　　計 4,807

収益的収支での資金剰余

4,807

建設改良費 4,158 企業債収入 1,760

国庫補助金 －

工事負担金 143

共同施設工事負担金 －

小　　　計 4,158 小　　　計 1,903

建設収支での資金不足 2,255

企業債償還金 2,282 他会計補助金 202

国庫返納金 0 固定資産売却代金 0

投資有価証券 2,000 投資有価証券 3

雑収入 0

小　　　計 4,283 小　　　計 205

その他収支での資金不足

4,078

合　　　計 8,441 合　　　計 2,108

資本的収支での資金不足

6,333

運転資金の減少額 1,526

8,441 総　　計 8,441

区分

資　　　金　　　の　　　運　　　用 資　　　金　　　の　　　源　　　泉

収

益

的

収

支

経

常

収

支

特

別

収

支

総     計

資

本

的

収

支

建

設

収

支

そ

の

他

収

支


注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

イ　運転資金の残高及び増減

　　　　流動資産（プラスの運転資金）は、有価証券が40億円増加したが、現金･預金が65億1,000万円減少したこと等により24億4,600万円の減少となった。また、流動負債（マイナスの運転資金）は、未払金の減少等により9億2,000万円減少した。この結果、当年度の運転資金は前年比15億2,600万円減少し、その残高は111億2,400万円となった。

運転資金残高及び増減明細書

平成18年4月1日～平成19年3月31日  　  (単位：百万円)
[image: image16.emf]平成17年度末 平成18年度末 差引額

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

現 金 ・ 預 金 13,523 7,013 △ 6,510 △ 6,510

未 収 金 750 686 △ 64 △ 64

有 価 証 券 1,000 5,000 4,000 4,000

貯 蔵 品 88 97 9 9

前 払 金 16 101 86 86

そ の 他 流 動 資 産 3 36 33 33

流 動 資 産 計 15,380 12,934 △ 2,446 △ 2,446

未 払 金 2,109 1,250 △ 859 859

未 払 費 用 5 5 0 0

未 払 消 費 税

及 び 地 方 消 費 税

82 75 △ 7 7

そ の 他 流 動 負 債 534 479 △ 55 55

流 動 負 債 計 2,730 1,810 △ 920 920

運 転 資 金 残 高 12,650 11,124 △ 1,526 △ 1,526



残高比較

運転資金増減


　 注１：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

運転資金残高 ＝ 流動資産－流動負債
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